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フランス母子保護制度の形成における民間事業と国家政策 
―ギュスターヴ・ドロンの活動を通じて（1889～1930年）―

岡　　部　　造　　史　

要旨

　フランスにおける母子保護制度の形成過程において、19世紀末から1930

年代前半までの時期は、民間あるいは自治体の事業が隆盛をみせた反面、国

家政策の進展があまりみられなかった時期とされる。その理由としてはこれ

まで、政府や国家の側の事情が指摘されてきたが、民間事業の側の態度や動

向も考慮すべきではないか。本稿はこのような問題意識の上に立ち、北フラ

ンスの工業都市トゥルコワンの市長で、当時においてきわめて先進的な母子

保護事業を設立した政治家ギュスターヴ・ドロンの活動を取り上げた。

結論としては、以下の点を指摘した。ドロンにおいて母子保護における民

間事業と国家政策との関係は、具体的な施策によって異なっており、たとえ

ば産児休暇といった母親の地位や権利にかかわる施策では国家政策による全

国一律の実現が何よりも優先された反面、乳幼児検診といった実際の事業に

関しては民間事業の自発性が重視され、国家政策はそれを補完するレヴェル

のもののみが提案されていた。当時のフランスの代表的な民間母子保護事業

を組織した人物が、国家の母子保護政策を積極的に推進する立場を必ずしも

取っていなかったことは、フランス母子保護制度の形成を考える際にひとつ

の示唆を与えるものといえる。当時の母子保護をめぐる国家政策の消極性

は、こうした民間事業の側の事情からも説明されなければならない。

課題の設定

本稿の目的は、19世紀末から20世紀前半におけるフランスの母子保護制
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度Protection maternelle et infantile（PMI）の形成過程を、民間事業と国

家政策との関係という観点から検討することにある１）。そしてその際の方法

として、この両者の推進に大きく寄与した、ひとりの人物の活動に焦点を当

てることにしたい。

近年、フランス福祉史の研究がさかんになりつつあるが、母子保護の歴

史２）はその中でも、これまであまり取り上げられてこなかった領域といえる。

その端緒とされるのは1874年の乳幼児保護法であるが、その後いくつかの改

革を経て、最終的に1945年の「母子保護に関するオルドナンス（行政命令） 

ordonnance」３）によって現代の母子保護制度の基礎が築かれたとされる（表

１）。19世紀後半の乳幼児保護政策は、やがて彼らを産み育てる母親の健康

状態への関心をも引き起こし、20世紀半ばには母親の産児休暇や産前検診と

いった措置を含む包括的な母子保護制度へと発展していったのである。

ところで、表１にみられるように、国家による母子保護政策が本格的な発

展をみせるのは基本的に1930年代後半以降のことであり、それまでは法律自

体がほとんど制定されておらず、また制定された法律の内容も、1913年の産

児休暇法などを除いてかなり穏健なものにとどまっていた。しかしこのこと

は19世紀末から1930年代前半までにおいてこの問題に対する社会的関心が低

かったことを意味するものではなく、むしろ人口増加率の低下の深刻化、フェ

ミニズム運動の高揚４）、さらに第一次大戦による甚大な人的被害といった当

時の歴史的状況は、民間ないし自治体によるさまざまな母子保護事業を醸成

した５）。つまり、この時期には主にこうした種類の事業が母子保護の発展に

大きな役割を果たしていたということができる６）。

では、民間（または自治体）による母子保護事業がさかんになったにもかか

わらず、それが国家政策の大幅な進展に結びつかなかった理由は何であったの

か。この問題について先行研究は、当時の政府の「退嬰主義 immobilism」や

国家の財政事情、さらに民間事業が有する道徳的影響力の重視といった、いわ

ば国政レヴェルの側の動向にその要因を求めてきた７）。これらの要因は確かに

それ自体妥当なものと考えられるが、当時における民間・自治体レヴェルの母
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子保護事業の隆盛といった点を考慮するならば、それらの事業の態度や動向も

こうした状況に影響を与えていたと考えられる。これまで、民間・自治体の母

子保護事業の発展は国家政策の進展へとつながるものとして捉えられる傾向に

あったが８）、はたして両者の関係はそのような単純なものであったのか。民間

事業、あるいはそれをおこなった人物は、国家政策に対して具体的にどのよう

な態度を示したのか。彼らにおいて民間事業と国家政策との関係はどのように

理解されていたのか。こうした点について検討することが、本稿の中心的な作

業となる。こうした課題設定は、近年問題とされている、福祉史を単線的に描

表１：フランスの母子保護に関する法律の変遷

法律公布の
年月

法律の名称 法律の内容

1874年12月

乳幼児、とりわけ里子の
保護に関する法律（通称
ルーセル法。本稿では乳
幼児保護法と表記）

家庭外で「賃金と引き換えに」養育
される満２歳未満の子どもへの保護
と監視を規定。

1913年６月

妊産婦の休暇に関する法
律（通称ストロース法。
本稿では産児休暇法と表
記）

妊娠中の女性による休暇の取得（任
意）、商工業施設で雇用される女性の
産後４週間の休暇の義務、休暇期間
中の手当金の支給を規定。

1935年10月

乳幼児保護に関する1874
年12月23日法を修正する
政令

1874年乳幼児保護法の改正（母親が
援助を受けている子ども、一時的に
親が不在の子どもなどへの保護の拡
大。子どもの年齢は３歳までに引き
上げられることなどを規定）。

1939年７月
家族とフランスの出生率
に関する政令（通称家族
法典）

産院における妊婦の保護、乳幼児死
亡への対処などを規定。

1942年12月

母性と乳幼児の保護に関
する法律

夫婦の婚前検診、妊婦の産前検診、
特別な事情がある妊婦への家庭訪問、
生後６歳までの子どもへの家庭訪問
などを規定。

1945年11月
母子保護に関するオルド
ナンス

妊婦の産前産後検診などを除いて、
1942年法とほぼ同じ内容。

出典: DUVERGIER, J. B., Collection complète des lois, décrets, ordonnances, règlements et avis 
du Conseil d'Etat.
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くことへの批判としての意味をも持ち得るものと考える９）。

上記の課題に取り組むために、本稿では北フランスの繊維工業都市トゥル

コワンTourcoingの医師で、20世紀前半に長期にわたってその市長を務めた

ギュスターヴ・ドロン Jean-Baptiste Gustave Dron（1856～1930）の活動を

取り上げる10）。彼は20世紀前半のトゥルコワンの社会政策・都市政策全般を大

きく前進させたことで知られている人物であるが、特に力を注いだのが児童保

護や母子保護の領域であった。彼が1904年に設立した「乳幼児保護事業団」は

当時としてはきわめて稀な、総合的な母子保護事業の団体であり、その後この

タイプの事業のモデルとして全国的に知られるにいたったものである。一方、

彼は第三共和政前半期（1870～1914年）の社会政策の策定に大きな影響力を

発揮したとされる「医師議員 physician-legislators」（エリス）のひとりであ

り11）、国政レヴェルにおいても下院と上院の双方において母子保護政策の策定

に尽力している。これらの点から、彼の活動の分析は、母子保護に関する当時

の政治家の活動の、ある意味で典型的な事例を提供するものと考える。

ドロンの母子保護に関する活動については、すでにカトワールによる修士

論文が存在し、本稿もこの研究に多くを負っている。ただしこの論文でも

彼の民間事業と国家政策との関係について、前者が後者を促進したといっ

た直線的な理解にとどまっており、本稿の問題意識に対応するものではな

い12）。以下ではまず、ドロンの活動の舞台となったトゥルコワンにおける母

子保護の状況について概観し、次にドロンが主導した母子保護事業の内容

を明らかにする。そして最後に、こうした事業をおこなったドロンが国家の

母子保護政策に関してどのような態度を示したのかについて検討したい。な

お、本稿で主に使用した史料は『フランス共和国官報 Journal Officiel de la 
République française』所収の議会史料であるが、ドロンの事業については

トゥルコワン市立文書館 Archives municipales de Tourcoing（以下註で

はAMTと略記）所蔵の史料も参照した13）。
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Ⅰ．19世紀末トゥルコワンにおける母子保護の状況

　トゥルコワンはフランス最北部のノール Nord県に属し、ベルギーとの国

境に位置する都市である（図１）。かつてのフランドル地方に属するこの都

市は古くから毛織物工業が盛んな農村都市であったが、19世紀の工業化・都

図１：フランス・ノール県の地図

出典：ボニー・スミス、井上堯裕／飯泉千種訳『有閑階級の女性たち　フランスブルジョ

ア女性の心象世界』法政大学出版局、1994年。ただし都市名の表記は本稿で使用し

たものと若干異なっている。
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市化の中で主に羊毛を扱う繊維工業都市として大きく発展し、近隣の県都

リールLille、ルーベ Roubaix及びアルマンティエールArmentièresの三都

市とともに北フランスの一大繊維工業地帯を形成していた。また人口面で

もリールやルーベほどの発展はみられなかったものの、19世紀半ばから20

世紀初めにかけて２万８千人から８万５千人へと約３倍に増加している。一

方、この地域は急激な工業化・都市化に伴い、労働者の貧困問題が最も鮮烈

な形で現れた地域であり、19世紀末のトゥルコワンもまたそうした多くの

問題を抱えた状態にあった14）。

　では、当時のトゥルコワンにおける母子保護の状況はどのようなもので

あったのか。前述のように、フランスでは1874年に初の乳幼児保護法が成

立し、乳幼児の生命と健康の保護のために公権力が監視をおこなうことが定

められた15）。しかしこの法律は乳幼児全般を保護の対象としてはおらず、乳

母や子守女などに預けられて家庭の外で養育される満２歳未満の子どものみ

を保護するという内容のものであった。したがって、ここでの乳幼児の保護

は一部の子どものみに限定されており、さらにこうした子どもを預かる乳

母や子守女が法律で義務づけられていた届出をおこなわないことも多かっ

たので、この法律による保護の効果は実際にはさらに限られていたと思われ

る16）。事実、ノール県ではこの法律は1880年から施行されているが、トゥル

コワンの乳児死亡率（満１歳未満の子どもの死亡率）をみると、法律施行か

ら1900年代まで大きな減少を示しておらず（グラフ１）、乳幼児の死亡を防

ぐという点でこの法律の効果が薄かったことがうかがえる。

しかしこの法律における子どもへの医療視察では、やがて乳母や子守女に

よる育児にとどまらず、一般の家庭の育児についても多くの問題が指摘され

るようになった。たとえばトゥルコワンの乳幼児の視察を担当した医師の一

人は1886年に、子供を預かる乳母の「献身」と「賢明なる素直さ」を指摘す

る一方、問題は子どもの両親の習慣にあるとし、またその前年には、家庭に

おいてうまく育てられていない子どもが、乳母に預けられた先でまもなく死

んでしまうことが多いことを指摘している17）。その結果、より広範な範囲で
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の乳幼児保護実践が医師たちによって求められることになった。

　一方、出産前後の母親、特に働く母親の保護については、1890年代初めま

で全国的に何の政策も講じられていなかった。よく知られているように繊維

工業で働く女性の割合は比較的高く、19世紀末から20世紀初めのノール県

では繊維業の労働力全体の約３割から４割を占め、しかもその割合は年々増

加傾向にあった18）。しかし彼女らはそうした状況にあって、衛生面などにお

いて劣悪な環境での長時間の労働に従事することを余儀なくされていた19）。

1892年には女性労働者の労働時間の規制や職場環境の改善などを定めた児

童・女性労働法が成立するが、トゥルコワンを含むノール県の繊維工業地

帯において、そうした労働法は総じて遵守されなかったとされる20）。しかも

ノール県の女性繊維労働者は結婚後も工場での仕事を続ける場合が多く、ま

た妊娠した場合も出産間近まで働き、また出産後はすぐに仕事に復帰するの

が通例であった21）。働く母親のこうした状況は、当然ながら子どもの早産・

死産や生まれつきの虚弱体質といった問題を引き起こすものであった。

　こうした中、ノール県の繊維工業地帯において母親の保護を担ったの
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出典: CATOIRE, op. cit., pp.17, 104, 110より作成。



― 34 ― 社会関係研究　第19巻　第２号

は、地元のブルジョワ女性による慈善事業22）や都市自治体の事業であっ

た。前述のように19世紀末から20世紀初めのフランスにおいてこうした

事業が活発化するが、ノール県でもリールやルーベなどにおいて母性慈善

協会 sociétés de la charité maternelle や保育所 crèches、母性共済組合 

mutualités maternellesといった団体の活動がみられた23）。しかしトゥルコ

ワンではこうした事業はあまりみられず、リールやルーベに比べて母子保護

への取り組みは十分なものではなかったといえる。

以上のように、19世紀末のトゥルコワンにおいて、乳幼児保護あるいは母

子保護はきわめて不十分な状態にあったが、こうした状況はおおむねフラン

ス全体についてあてはまるものであったと考えられる。こうした中、都市自

治体の後援による民間事業という形でこの問題の解決を図ろうとしたのが、

20世紀前半の市長ギュスターヴ・ドロンであった。

Ⅱ．ドロンの母子保護事業　

　　―トゥルコワンの「乳幼児保護事業団」を中心に（1904～1930年）―

まず、ドロン（図２）の経歴について一瞥しておきたい24）。ノール県南部の

農村名士の家に生まれた彼は、パリで医学の学位を取得した後、1880年から医

師としてトゥルコワンに居を定め、生涯をこの地で過ごすことになる。やがて

彼は地方政界に進出し、1884年にはトゥルコワンの市議会議員、その３年後に

はノール県議会議員となる。さらに1889年には市長に当選し、1919年まで20年

間務めた後、1925年から1930年に死去するまでの時期にも再び同じ職に就いて

いる。前述のように、彼は市長としてトゥルコワンの社会政策・都市政策を大

きく前進させていくことになるが、彼がどのような経緯から都市の社会問題、

特に母子保護の問題に関心を持つにいたったのかについて、詳しいことはわ

かっていない。しかし先行研究は医師として労働者階級の人々と接する中で、

彼がそうした問題に関心を持つようになったことを指摘している25）。

では、ドロンは、具体的にどのような母子保護事業を構想し、実現させ

たのか。彼は市会議員の時代から市内の病院における子どもや出産の専門
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部署の設置や保育所の建設に携わっているが、その母子保護事業の代表的

なものとして挙げられるのが、前述の「乳幼児保護事業団 Sauvegarde des 

nourrissons」（以下SDNと略記）（図３）である。

SDNは、ドロンを委員会の議長として1904年３月に発足した民間団体で

ある26）。その目的は、当初の規約では、窮乏状態の中で子どもを出産した女

性に対する援助とされていたが27）、1912年の新たな規約では「出生率の上昇

に努め、乳児死亡の原因と戦うことによって人口減少を阻止すること」と

され28）、事業の目的がより拡大されたものとなっている。もともとこの事業

はドロンが当時パリなどでおこなわれていた乳幼児検診 consultation des 

nourrissonsやミルク配給所 goutte de laitといった乳幼児保護事業の影響

を受けて設立したものとされるが29）、以上の規約からは、当初から母親の保

護も含む事業として構想されていたことがうかがえる。

表２はその主な活動内容を示したものだが、そこからは、1900年代におい

てSDNがすでに母親の保護、乳幼児検診、家庭訪問といった母子保護の主

要な活動をカバーしていたことがわかる。さらに第一次大戦後には、産前検

診などに加えて母親庭園（図４）の開設といったユニークな活動も展開して

図２：ドロンの肖像写真
出典：AMT 2AS/1.
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おり、1930年代には多様な活動からなる総合的な母子保護事業を形成する

にいたっていた。

ところで、こうした広範な事業が可能であった理由として、この事業が民

間事業と公的扶助機関と市議会との「密接な結合」を基盤としていたことが

挙げられる30）。たとえばSDNの会員について、1912年の規約では正規会員に

表２：乳幼児保護事業団の主な活動内容（1930年代における）

活動名 開始年 内容

母親の授乳への援助 1904?
自ら授乳する母親への金銭などの援
助。

乳幼児検診 1904
乳幼児の身長体重測定、診察、母親
への助言。

乳幼児へのミルク支給 1904

母乳で育てられていない子どもに対
して、独自の牛の飼育場から新鮮か
つ安全なミルクを支給（1908年から
は自宅に直接配付）。

家庭訪問 1907
乳幼児検診における育児教育の継続。
子どもの健康状態の監督、家族の状
況の把握。

母親の授乳の監督 1913?
1913年の産児休暇法成立に伴い実施。
子どもに授乳していない母親を県に
報告。

母親庭園（図４）
1924 

(1925?)

呼吸器系の病気を予防する観点から、
乳幼児を日々の外出によって温度変
化に慣れさせる目的で設置。母子に
対して庭園スペースを開放

遺伝疾患の診断・治療
サーヴィス

1927
子どもの流産、死産、早期の死亡な
どを避ける目的で実施。

紫外線治療 1927
くる病や発育の悪い子どもなどに対
して実施。

産前検診 1928 妊婦に対する検診

出産シェルターと医務室 1928
妊産婦の保護、母親の病気などの際
の子どもの受け入れ

出 典：LEROY, L., La Sauvegarde des Nourrissons de Tourcoing, 1933 (AMT, 2AS/1); 
Les oeuvres d'hygiène sociale de Tourcoing, Georges Frère, 1936(AMT, 2AS/1); 
CATOIRE, op. cit., pp.83-97.
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は市議会議員や市の公的扶助機関である養育院hospiceや救貧局 bureau de 

bienfaisanceの管理委員会のメンバーを含むことが規定されていた。またその

具体的な活動についても、たとえば乳幼児検診の建物やミルクを製造するため

図３：乳幼児保護事業団の建物

出典：ドロンに関する専用ホームページより引用（http://www.tourcoing.fr/patrimoine/
gustave_dron/index.php?menu=2&smenu=15: 最終確認日: 2014年２月26日）

図４：母親庭園の様子

出典：ドロンに関する専用ホームページより引用（http://www.tourcoing.fr/patrimoine/
gustave_dron/index.php?menu=2&smenu=15: 最終確認日: 2014年２月26日）
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の牛舎や工場を提供したのは市の養育院であり、その一方で、困窮した産婦へ

の援助には救貧局が関与していた31）。さらに財政面でも、当初個人の寄付など

によって収入を確保することが意図されていたが、実際の収入は市からの補助

金がその多くを占めていた32）。ドロンはこれについて、SDNとは、民間事業

が運営をおこない、公的扶助機関が活動手段を提供し、市議会が必要な財源を

準備するという、民間団体と公的機関、さらに地方自治体との協力体制を意味

するものだと述べている。そしてこうした協力体制は、母子保護が貧困大衆の

レヴェルにまで達し、かつ乳幼児への持続的なサーヴィスを保証するための必

要不可欠な条件とされていた33）。

　では、この母子保護事業は実際に効果をあげたのか。前述のように、1912

年の規約では事業の目的として、出生率を上昇させることと乳児死亡に対処

することが掲げられていた。このうち出生率の問題については残念ながら本

稿では十分なデータを得ることができなかったが、乳児死亡率についてはカ

トワールがすでに詳細な分析をおこなっている（グラフ１）。それによれば、

SDNが設立された1904年以降、トゥルコワンの乳児死亡率は第一次大戦の

時期を除いて全体的に大幅な下降傾向にあり、フランス全体のそれを下回る

ことになった。またSDNの保護を受けた子どもの乳児死亡率は1920年代の

一時期を除いて、常にトゥルコワン全体の乳児死亡率を下回っていた34）。こ

のことのみをもってSDNの効果を判断することはできないが、SDNの保護

を受けた乳児の比率が年々増加する傾向にあり、特に第一次大戦以降はほ

とんど常にトゥルコワン全体の乳児の５割以上を占めていたことからも35）、

SDNの活動が少なくとも一定の成果をあげるものであったことが推測でき

る。そしてこのことが、市議会や住民から一貫した支援を受け、また事業内

容を恒常的に拡大することを可能にしてきたと考えられる。

　以上のように、ドロンは1904年から1930年までの期間に、全国的な政策

に先駆けて、多様な活動からなる総合的な母子保護事業の構築に成功したと

いえる。それは地域社会において一定程度の支持を得るものであっただけで

なく、母子保護事業のモデルとして全国的にも注目されることになった。で
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は、こうした全国でも類をみない母子保護事業を発展させたドロンは、国政

レヴェルの政策に対してどのような態度を示したであろうか。以下ではこの

問題について検討する。

Ⅲ．国政におけるドロンの母子保護活動（1889～1930年）

　すでに1880年代半ばから地方政界に進出していたドロンは、労働者や小売

業、一部の中間層などの広範な支持を背景として、1889年には共和派の候補

として下院議員に当選する36）。市長になった後も彼はこの職を維持し、さら

に1914年からは上院議員として生涯国政に携わることになる。政治党派とし

ては1900年代以降与党となる急進（共和）派 radicauxに属していたドロン

は、国政の場においても社会政策に大きな関心を示し、そのいくつかの施策

において中心的な役割を果たした。また政治家としてだけでなく、公的扶助

高等評議会議長、労働高等評議会議長、乳幼児保護高等評議会副議長などの

社会問題に関する行政ポストも歴任している37）。

前節においてみたように、都市レヴェルでの母子保護事業を設立・指導し

たドロンは、国政の場においても母子保護に多大な関心を寄せたが、実際に

積極的な活動をおこなったテーマとして、女性の産児休暇と、乳幼児検診の

普及の二つが挙げられる、以下ではこの二つをめぐる彼の活動を検討する。

Ⅲ－１．産児休暇をめぐる議論

　フランスにおいて、働く女性が妊娠・出産した際の休暇の問題が国政の場

で取り上げられたのは、1880年代後半のことである38）。当時、下院では女性

及び子どもの労働規制に関する法案が議論されていたが、そこでの条項のひ

とつとして産児休暇の法制化が提案された。1889年に下院議員となったドロ

ンはこの法案を検討する労働委員会に参加しており、1890年の下院審議にお

いて積極的にこの条項を擁護している39）。また同年この条項が否決されると、

同じ内容を別の法案として下院に再び提出し、さらにその検討委員会の報告

者も務めるなど、産児休暇の法制化に並々ならぬ努力を傾けている40）。
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この法案は下院の第一読会では可決されたものの、結局法律として成立す

ることはなかった。しかしその後、1900年代末に産児休暇法案が再び国会に提

出されると、彼は下院の労働委員会の副議長として再びそれを擁護する論陣を

張った。この時の法案が後に1913年の産児休暇法として成立することになる。

　この産児休暇法は、働く女性に対して出産前の休暇の取得を認め、また出

産後４週間の休暇については義務とし、さらに出産前後において最大８週間

分の手当金を受け取る権利を認めるというものであった。ただし一方で出産

後の休暇と手当金の支給は商工業において働く女性にのみ認められており、

さらに手当金の支給は「資力に欠く」女性のみに限られるなど、必ずしもす

べての女性に開かれたものではない、妥協的な性格のものでもあった。しか

しここでのドロンの構想は、そのように実際に法制化された限定的な母子保

護にとどまるものではなかった。たとえば彼は下院での法案審議において以

下のように述べている。

「［中略］くりかえしますが、我々は今日提出されている法案を可決す

ればすべての義務を果たしたと考えるわけではありません。私として

は、家庭の母親への扶助の義務という原則を提案し、それを支持するた

めの最初の機会であると考える所存であります。ここでの原則とは、困

窮した母親だけでなく[中略]この扶助を求めるすべての家庭の母親のた

めのものであり、定期的に組織される視察による監督といったいくつか

の義務に従うことを承諾することのみが扶助を受けるための条件である

というものです。

[中略]

　我々はさらに進んで、家族の負担を考慮し、家庭における子どもの数

に応じて報奨金が与えられるようにしなければならないでしょう。」41）

（［　］内は引用者。以下同様）

　このように、産児休暇の問題においてドロンが実際に構想していたのは、

いわば国民的規模での母子保護であり、後のいわゆる家族手当制度を先取り

する要素すら含むものであったといえる。つまり彼にとって1913年の産児休
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暇法とは、その最初のステップとしての意味を持つものであった。

では、ドロンにおいてこの産児休暇法という国家政策は、民間の母子保護

事業とどのような関係に立つものであったのか。これについて示唆的なの

は、下院での法案審議における彼の以下のような発言である。

「［中略］私は、議会での手続ではなかなか結果が得られないというこ

とに気づき、大都市の市長として、この都市において母親への扶助を実

現する決心をした次第です。私はこの扶助がフランス全体に広がること

を望んでいます。」42）

彼はさらに続けて、トゥルコワンでは毎年650から700人の母親がSDNを

利用し、その結果「注目すべき成果」が得られていることを紹介し、議場か

ら喝采を受けている。ここからは、自らの母子保護事業の成果を示すことで

国政レヴェルの政策の有効性を強調するという意図がうかがえる。つまりド

ロンにおいて、民間事業とは国政レヴェルでの政策の実現が進まない場合の

代替策としての意味を持つと同時に、国家政策の成立を促すひとつの契機と

しての役割を果たすものであった。彼は産児休暇制度の実現に関しては、基

本的に国家政策を重視しており、民間事業はむしろそのための補助的な手段

とみなしていたといえる。

しかし、彼が上記の発言において、母親への扶助の全国レヴェルでの普及

について述べた際、それは果たして全国的な政策の実現を意味するもので

あったのか、それとも民間事業の自発的な拡大を意味するものであったの

か。この点について明らかにするために、以下では1920年代の乳幼児検診の

普及をめぐるドロンの議論を検討する。

Ⅲ－２．乳幼児検診の普及をめぐる議論

　1874年の乳幼児保護法の制定後、その保護範囲の拡大を求める議論が出て

きたことは本稿のⅠにおいて述べた通りだが、1900年代以降、乳幼児保護法

の改正を求める動きが国政レヴェルで起こることになる。この動きは第一次

大戦後も継続し、多くの法案が出され、最終的に1935年の乳幼児保護法の改
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正（表１参照）に帰結することになる43）。

　1904年にSDNを設立したドロンであったが、彼が国政レヴェルにおいて

この問題にかかわるのは上院議員となった第一次大戦後のことである。大戦

直後は戦争で失われた人口の回復という観点から乳幼児保護が一層の急務と

なっていた時期であるが、彼は1920年７月に乳幼児検診の奨励に関する議員

法案を上院に提出している。この法案はその後、２年前に同じく上院議員の

ポール・ストロース Paul Straussが提出していた議員法案と合わせて上院

の法案検討委員会で検討され、1874年乳幼児保護法の改正案として提示さ

れた44）。この改正案はその後上院において審議されるが、ドロンはここでも

報告者として委員会を代表して答弁することになる45）。以下ではこの議員法

案の内容から、彼の母子保護政策構想についてみていく。

　ドロンの法案は、それまで民間あるいは自治体レヴェルにおいて乳幼児

検診が果たしていた役割を法的に承認することによって、その各地におけ

る設置を奨励するというものであった。それによれば、生まれた子どもが

満２歳になるまで定期的に検査を行うために組織された乳幼児検診は、認

可 agrémentを受けた後に国家の乳幼児保護のために用いられることができ

る。認可の条件としては、公的扶助機関による監督を受け入れること、乳幼

児への家庭訪問の実施、乳幼児の健康状態の定期的な記録といった事柄が含

まれる。さらに認可を受けた検診は、産児休暇の際の手当金の支給といった

国家政策の実施にも関与するものとされていた46）。

さらに彼は法案の趣旨説明の中で、大都市などと異なり人口の少ない街や

村では乳幼児検診を設置するのは難しいという意見に対して、ノール県とそ

れに隣接するパ＝ド＝カレ県、西部のロワール＝アンフェリウール（現ロ

ワール＝アトランティーク）県、そして第一次大戦中の被占領地域の三つの

事例を挙げ、検診がいかに容易に設置できるものであるかを力説している。

特にノール県に関してはトゥルコワンのSDNについて言及し、自分が「規

模の大きな検診」を設立することで人々に「模範を示すことに努めていた」

ことを述べている47）。ここからは、地方の民間事業を基盤として、全国レ
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ヴェルでの乳幼児検診の拡大を図ろうという姿勢をみることができる。

しかしここで注意すべきは、ドロンにとって乳幼児検診の普及・拡大とは、

国家政策によって全国一律に強制的に実施されるものではなかったという点

である。たとえば彼は法案の中で以下のように述べている。

「強制の法 lois de contrainteは、たとえそれが個人ではなく市町村のみに

適用されるものであっても、我が国においてはなじまないものであり、そ

のような措置は抵抗を受けてその解決を長い間待たなければならないこ

とになるでしょう。しかし我々はそれを待っていられるような状況にはあ

りません。[中略]執行権の権威を[中略]感じられるようにさえすれば、短

期間で[法律で強制するのと]同様の結果を生み出せる可能性があるという

のに、どうして奨励と説得という方法を試そうとしないのでしょうか。」48）

このように、乳幼児検診の普及は、法律による強制ではなく、あくまで

も「奨励と説得」によっておこなった方が抵抗も少なく、より効率的に実現

できるというのが、ここでのドロンの主張であった。彼は産児休暇について

は法律による全国一律の実施を求めていたが、乳幼児検診の普及に関して

は、むしろ地方の自発性に依拠して進める方が確実であるとの認識に立って

おり、彼にとって母子保護事業の普及とは、国家政策を排除するものでは

ないにせよ、むしろ民間事業などの自発的な拡大を意味するものであった。

SDNにおいて地方自治体等との密接な協力体制を志向していたドロンにお

いて、国家政策もまた民間事業に完全に取って代わるものではなく、むしろ

両者の並存として認識されていたといえる。

さらに、ここでの法案における乳幼児検診の規模は、いわば最低限のレ

ヴェルのものが想定されていた。たとえばドロンは検診の設置がいかに容易

であるかについて、以下のように述べている。

「実際、乳幼児検診というのは非常に単純なものなのです!　冬には暖房

が入る部屋、学校または役場の部屋と、秤がひとつあれば十分です。後

のことは医師が引き受けますし、何人かの熱心な人びとが彼を手伝いま

すので。」49）
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本来、ドロンにとって乳幼児検診とは、自らが設立したSDNと同レヴェ

ルのものが望ましかったであろうことは想像に難くない。しかし実際には、

農村部を含めた国内のすべての地域での検診の実施を可能にするために、彼

は設置が最も容易かつ費用のかからないタイプのものを奨励せざるを得な

かった。すなわち、彼は自らの母子保護事業を全国的な政策として提示する

にあたって、施策の規模そのものを最初から大きく縮小することを余儀なく

されたのであり、民間の母子保護事業を国家政策に発展させることは、この

点で最初から大きな譲歩を意味するものでもあった。

しかしこうした譲歩にもかかわらず、このドロンの法案を含む乳幼児保護

法改正案は、上院において可決されたが、その後多くの修正が加えられ、乳

幼児検診に関する部分はその過程の中で削除され、法制化されずに終わるこ

とになる。

結論

　19世紀末のフランスにおいて、地方の医師として子どもや母親の健康問題

に直面したドロンは、自らが住む都市において大規模な民間母子保護事業を設

立し、さらに国政レヴェルにおいても母子保護政策の進展に尽力した。しか

し、本稿において明らかになったように、彼にとって母子保護における民間事

業と国家政策との関係は、個々の施策によって異なるものであった。まず母親

の産児休暇をめぐっては、彼は国家政策による制度化を重視しており、民間事

業はその代替策あるいは補助的な手段として位置づけられていた。一方、乳幼

児検診の普及をめぐっては、母子保護事業をめぐる民間または自治体のイニシ

アティヴを喚起する方策を提示するにとどまり、民間事業における自発性を最

も優先していたといえる。つまり、産児休暇のような母親の地位や権利にかか

わる施策については国家政策による全国一律の実現を重視し、民間事業をその

ための補助的手段とみなす一方、乳幼児検診のような具体的な事業の発展をめ

ぐっては民間事業の有する自発性を重視し、国家政策はそれを補完・奨励する

レヴェルにとどめるというのが、母子保護における民間事業と国家政策との関
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係をめぐるドロンの基本的な主張であったように思われる。

　本稿における考察は、ひとりの人物の活動に着目した、きわめて限定的な

ものに過ぎない。しかし当時のフランスのいわば代表的な民間母子保護事業

を組織した人物が、国家の母子保護政策については積極的に推進する立場を

必ずしも取っていなかったことは、フランス母子保護制度の形成を考える際

にひとつの示唆を与えるものといえよう。19世紀末から1930年代前半まで

のフランスにおける民間（もしくは自治体）の母子保護事業の隆盛は、この

問題に対する社会的関心の増大を示す反面、全国レヴェルの政策の強化には

必ずしも結びつかない性格のものであり、当時の母子保護をめぐる国家政

策の消極性は、こうした民間事業の側の事情からも説明されなければならな

い。このような状況は1930年代後半の国内環境及び国際情勢の変化50）によっ

て初めて、新たな展開をみせることになる。

追記：本稿作成にあたっては、フランス・トゥルコワン市立文書館及びノー

ル県文書館のスタッフから多大な助言・協力を頂いた。この場を借

りて感謝の意を表したい（Je remercie le personnel des Archives 

municipales de Tourcoing et des Archives départementales du 

Nord pour leurs conseils et collaboration）。

 なお、本稿は平成22-24年度科学研究費補助金（課題番号22530619）

による研究成果の一部である。
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ける「母子保健」に相当する内容のものであるが、本稿では、現代フラ

ンスでは「労働法典」に分類される産児休暇制度なども含むものとして

用いている。なお、現代フランスにおける母子保護制度については、と

りあえず以下の文献の説明を参照。THEVENET, Amédée, L'aide sociale 
en France, « Que sais-je ? », 8e édtion, Paris, PUF, 2007(1973), pp.11-16.
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République, La Madeleine-lez-Lille, Silic, 1963 ; TOULEMONDE, 

Jacques, Naissance d'une métropole : histoire économique et sociale 
de Roubaix et Tourcoing au XIXe siècle, Tourcoing, Georges Frère, 

s.d(1966); TRENARD, Louis(dir.), Histoire d'une métropole: Lille, 
Roubaix, Tourcoing, Toulouse, Privat, 1977 ; LOTTIN, Alain(dir.), 

Histoire de Tourcoing, Dunkerque, Westhoek-Editions des Beffrois, 

1986. なお、トゥルコワンを含むノール県の社会経済的状況については、
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43）このプロセスについては、ROLLET-ECHALIER, op. cit., pp.257-270
を参照。
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た（ROLLET-ECHALIER, op. cit., p.267）。
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Sénat, Doc. parl., 1920 （以下PROPOSITION DE LOI de Dron(1920)と

略記）pp.1093-1094.

47）PROPOSITION DE LOI de Dron (1920), op. cit., pp.1089-1091.
48）PROPOSITION DE LOI de Dron (1920), op. cit., p.1091
49）PROPOSITION DE LOI de Dron (1920), op. cit., p.1089.
50）たとえば1939年の「家族法典」成立の背景として、さしあたり人口減

少問題の新たな深刻化と戦争の危機が挙げられるが、この問題について
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Voluntary Associations and National Policies in the Making of the 

French Maternal and Infant Welfare System: the case of Gustave Dron

The history of French maternal and infant welfare (protection 
maternelle et infantile) shows that voluntary associations flourished, 

but that national policies were not developed, in the period from the 

end of nineteenth century to the first half of 1930s.  Historians have 

emphasized the factors in national politics such as financial problems 

to explain this contrast. But it is also necessary to examine the 

attitudes and opinions of voluntary associations who were involved 

in maternal and infant welfare.  Taking this starting point, this paper 

focuses on the activities of Gustave Dron, mayor of Tourcoing, a 

textile town in the north of France, in the first half of the twentieth 

century and who established a typical association for maternal and 

infant welfare at the beginning of the twentieth century.

The conclusion of this paper is that Dron's opinions about the 

relation between voluntary associations and national policies 

differed with concrete measures of maternal and infantile welfare.  

For example, as to the maternity leave system, he attached greater 

importance to national policies than to voluntary associations. But 

he appreciated voluntary initiatives for infant health consultation 

(consultation des nourrissons), and, consequently, only proposed 
moderate policies for their popularization.  This conclusion suggests 

that at least one key-person involved with voluntary associations 

did not always strongly promote national policies in maternal and 

infant welfare.  These attitudes must be considered to understand the 

making of the French maternal and infant welfare system.


